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県民意識調査等の結果の概要 

Ⅰ 調査概要                             

調査対象 石川県在住の 18歳以上の男女 5,000 人 

抽出方法 住民基本台帳からの無作為抽出 

調査時期 令和 4年 9月 22日～10月 12日 

回答方法 郵送またはインターネット 

調査項目  暮らしやすさなど生活面や県政への満足度・ニーズに関する項目 

など計３７項目 

有効回答数 2,224件（44.5％）  

⇒回答結果は、調査の母集団の構成（年代別構成比）に合わせて、 

ウエイトバック集計により補正 

◆若い世代の意見聴取 

県立学校の高校生や、石川県 LINE公式アカウントに登録している方 

（３０代以下）など、若い世代を対象に、補足調査を実施した。 

調査対象  県立高校 38校の生徒 

       石川県 LINE公式アカウントの登録者（30代以下） 

        県庁インターンシップの参加学生 

        いしかわシティカレッジの受講者 

  調査時期 令和 4 年 10月 22日～11月 13日 

有効回答数 996名（18歳未満:753名、18歳～39歳:243名） 

◆県外から見た石川県の良さの把握 

県外から石川県への移住者に対し、石川県での生活で満足している点

などの補足調査を実施した。 

調査対象  いしかわ就職・定住総合サポートセンター(ILAC)を通じて過去 

2年以内に県内へ移住した 1,159名 

調査時期  令和 4年 10月 28日～11月 13日 

有効回答数 150名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考５－１ 
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Ⅱ 調査結果の概要 

＜住みやすさについて＞ 
１．あなたが普段生活する上で、いま住んでいる地域（市町）の住み心地は

どうですか 

 

 

 
 

 

２．あなたは、普段生活する上で、いま住んでいる地域（市町）に満足して

いますか（分野別） 
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とても住みやすい どちらかといえば住みやすい どちらともいえない

どちらかといえば住みにくい 住みにくい 無効・無回答
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・８割の方が「住みやすい」と感じており、前回調査(H26:78.1%)より 1.9%増加した 

・地域別では、石川中央が最も高く（83.8%）、次いで加賀南部（78.8%）、中能登（68.7%）、 

奥能登（63.2%） 

・「食材の豊かさ、食べ物のおいしさ」「地域の治安のよさ」「周辺の自然環境」の満足

度※が高い 

・一方、「スポーツ、レジャーのための施設」「働き口・就職先」「道路の整備状況」「洪

水や地震などの災害に対する安全性」の満足度が低い 
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※「満足している」～「不満である」を+2 点～-2 点の 5 段階で数値化した場合の加重平均値 
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＜幸福度について＞ 
３．現在、あなた自身はどの程度幸せですか 

 

 

 

 

４．幸福度を判断する際に、重視した事項は何ですか 
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７～10（幸福度：高） ４～６（幸福度：中） ０～３（幸福度：低） 無効・無回答

17.7% 3.0% 8.9% 1.8% 17.7% 5.7%
1.1%

6.5% 11.3% 2.7% 6.9% 7.0% 5.7% 3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

生活に困らない所得があること
希望する仕事に就けること
住環境がよいこと
住む街ににぎわいや活気があること
健康に暮らせること
医療や介護が必要になっても、可能な限り住み慣れた地域で暮らせること
いくつになっても学べる環境があること
仕事と生活のバランスがとれていること
家族や友人、職場の同僚等との良好な関係が保たれていること
地域や社会とのつながりが持てていること
市民参加や政治への参加ができること
空気や水がきれいで、緑豊かな環境であること
災害の心配なく暮らせること
犯罪や暴力の心配なく暮らせること
その他
無効・無回答

・幸福度が高い方は約６割 

・地域別では、石川中央が最も高く（63.7%）、次いで加賀南部（63.5%）、奥能登（57.1%）、

中能登（53.7%） 

・「生活に困らない所得」、「健康に暮らせる」がともに高く（17.7%）、次いで「家族

や友人、職場の同僚等との良好な関係が保たれている」（11.3%） 
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＜社会のデジタル化＞ 
５．普段どのようなインターネットサービスを利用していますか 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜雇用や産業＞ 
６．産業の担い手を確保・育成していくために、働く環境も含め、どのよう

なことに力を入れることが必要だと思いますか 
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情報検索（Google、Yahoo!など） ホームページやブログ（閲覧・開設・更新・書き込み）
ＳＮＳ（Facebook、Twitter、LINE、Instagramなど） ショッピング（ネットショップ、オークションなど）
娯楽・スポーツ（音楽、映画、ゲーム、動画視聴など） 銀行（残高照会、ネットバンキング）
通信教育、遠隔授業（ｅラーニング、オンライン授業） 在宅勤務、遠隔地会議（テレワーク、テレビ・Web会議）
オンライン診療 国や自治体の行政手続き（電子申請・納付、公共施設の予約など）
その他 無回答
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25.5% 21.6%
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16.9% 10.5%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

18～29歳

30～39歳

正規雇用以外のさまざまな就業形態の拡大 残業（所定外労働）の縮減に向けた取組みの促進
育児・介護を行う従業員に対する支援 出産・育児を終えた女性の再就職への支援
UIJターンへの取組みの強化 若者の就職支援
障害者の就職支援 再就職支援の充実（4以外の場合）
職業能力開発への支援 専門的、技術的分野の外国人労働者の積極的活用
高年齢者雇用に向けた職場環境の整備 後継者育成や担い手育成確保が求められる産業への就業支援
創業に関する支援 その他
無効・無回答

・普段利用しているインターネットサービスは「情報検索」（78.3%）が最も高く、

次いで「SNS」（58.5%）、「ショッピング」（52.1%） 

・一方、「在宅勤務、遠隔地会議」（11.9%）や「通信教育、遠隔授業」（12.9%）、 

「国や自治体の行政手続き」（16.2%）は低い傾向 

・インターネットを利用していない方は 16.7% 

・「育児・介護を行う従業員に対する支援」（47.8%）が最も高く、次いで「正規雇用

以外のさまざまな就業形態の拡大」、「若者の就職支援」（ともに 33.5%） 

・年齢別では、18～39 歳は「残業の縮減に向けた取組みの促進」が３割弱と高い 
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７．今後、農林水産業を活性化させるには、どのようなことが必要であると

思いますか。 

 

 

 

 

 
＜環境保全＞ 
８．地球温暖化の防止をはじめ、環境にやさしい社会づくりを目指すうえで

どのような対策が必要だと思いますか 
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30～39歳

農林水産業を担う新規就業者の確保・育成
特色ある県産農林水産物のブランド化
ほ場整備や農地の集積を通じた経営規模の拡大
スマート農林水産業の推進による生産性の向上
化学肥料・農薬等を低減した環境にやさしい農業の推進
農林漁業者が生産したものを、自ら加工して販売する取組（6次産業化）の推進
食や農林水産業に対する理解を深める「食育」の推進
「地産地消」の推進
安全・安心な農林水産物の生産の推進
世界農業遺産「能登の里山里海」の魅力を生かしたスローツーリズムの推進
その他
無効・無回答

25.1%
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26.6%
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20.4%

17.6%

29.0%

32.8%

12.5%

17.6%

18.0%

16.8%

13.7%

12.2%

21.6%

15.3%

28.4%

27.5%

15.5%

14.5%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

18～29歳

学校や保育所、職場や地域での環境教育や環境保全活動を促進する
家庭での省エネ・節電、省資源活動を推進する（クールシェアの実践、エアコンの設定温度など身近なことから始められるエコ活動など）
住宅の省エネ化を推進する（省エネ家電・設備の導入など）
省エネ・省資源など環境に配慮した産業活動の推進やリサイクル産業など環境ビジネスに対する支援策を講じる
家庭や事業所等における再生可能エネルギーの利用を促進する
廃棄物の排出抑制や分別排出の徹底、廃棄物の再利用、リサイクルを推進する
産業廃棄物の不法投棄の監視を強化する
公共交通機関の利用やエコドライブ、電気自動車や燃料電池自動車などの環境に配慮した車の普及などを推進する
河川、湖沼等の水質を保全するため、下水道などの生活排水処理施設の整備を促進する
自然と人とが共生できる環境づくりを促進する（生態系の保全、緑や水辺の保全など）
二酸化炭素の吸収源となる農地や森林を保全する
県民、事業者、民間団体、行政等が協力した取組みを推進する
その他
無効・無回答

・「新規就業者の確保・育成」が最も高く（61.6％）、次いで「地産地消の推進」

（38.2％）、「安全・安心な農林水産物の生産の推進」（29.6％） 

・年齢別では、30～39 歳は「スマート農林水産業の推進による生産性の向上」が

41.3％と高い（県 25.6％） 

・「家庭での省エネ・節電、省資源活動の推進」が最も高く（31.2％）、次いで「廃

棄物の排出抑制や分別排出の徹底、廃棄物の再利用、リサイクルの推進」

（29.0％）、「二酸化炭素の吸収源となる農地や森林の保全」（28.4％） 

・年齢別では、18～29 歳は「家庭での省エネ・節電、省資源活動の推進」が 19.9%

と低い（県 31.2％） 
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＜文化・スポーツ活動＞ 
９．より多くの方に文化的活動に参加してもらうために、どのようなことが

必要だと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

１０．より多くの方にスポーツ活動に参加してもらうために、どのようなこ

とが必要だと思いますか 
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40～49歳

子どもや青少年が文化に親しむ機会を充実する（学校における活動を含む） 美術館や博物館において展示・解説を充実する

伝統芸能に親しむための鑑賞機会を充実する 一流の音楽や展覧会などの鑑賞機会を充実する

洋楽と邦楽のコラボなど、新たな文化の創造を進める 文化を気軽に体験できる文化イベントを充実する

文化施設が連携して共通利用券を発行するなど、利用しやすい環境をつくる 文化イベントなどに関する情報を一元的に発信する

地域の文化活動指導者や貴重な技術などの後継者を育てる 県民が行う自主的な文化活動を支援する（活動費の助成など）

街並みや建造物、史跡など歴史的な遺産を積極的に保存・活用する その他

無効・無回答

34.5%

34.5%

28.6%

39.8%

14.8%
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16.0%

12.0%

28.1%

37.1%

29.6%

20.3%

36.4%

27.6%

42.5%

37.0%
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19.0%

16.7%

10.0%

13.0%

16.4%

11.2%

11.4%

12.2%

11.9%

16.0%

12.7%

13.6%

15.3%

38.3%

33.6%

42.5%

36.8%

23.2%

25.0%

25.1%

24.9%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

18～29歳

40～49歳

70歳以上

県民が参加できる各種のスポーツ行事、大会、教室を充実する
全国規模のスポーツ大会・スポーツイベント等を誘致、開催する
様々なジャンルのスポーツを体験できるスポーツイベントを充実する
子どもや青少年がスポーツに親しむ機会を充実する（学校における活動を含む）
一流のスポーツ選手との交流の機会を充実する
スポーツイベントなどに関する情報を一元的に発信する
スポーツ指導者を養成する
スポーツクラブやスポーツ団体を育成する
スポーツでの国際交流を促進する
スポーツに関する医・科学的研究を推進する
総合体育館や運動広場など、各種スポーツ施設を充実する
学校体育施設を整備・充実し、一般に開放する
その他
無効・無回答

・「子どもや青少年が文化に親しむ機会の充実」(46.4%)が最も高く、次いで「文化

を気軽に体験できる文化イベントの充実」(37.7%)、「一流の音楽や展覧会などの

鑑賞機会の充実」(29.9%)となる 

・年齢別では、「子どもや青少年が文化に親しむ機会の充実」は 30～49歳が多く

(51.1～55.6%)、「文化を気軽に体験できる文化イベントの充実」は 18～49 歳が多

い(40.6～43.3%) 

・「総合体育館や運動広場などのスポーツ施設の充実」(38.3%)が最も高く、次いで 

「子どもや青少年がスポーツに親しむ機会の充実」(36.4%)、「県民が参加できるス

ポーツ行事、大会、教室の充実」(34.5%)となる 

・年齢別では、「子どもや青少年がスポーツに親しむ機会の充実」は 40～49歳が多

く(42.5%)、「様々なジャンルのスポーツを体験できるイベントの充実」は若い世

代ほど多い(18～29 歳 37.1%、70歳以上 20.3%) 
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＜医療・福祉＞ 
１１．お住まいの地域の病院・診療所で診療を受ける際に、不便な点はあり

ますか。不便な点がある場合、どのようなことが必要だと思いますか 

 

 

 

 

 

 

 

１２．障害のある人の社会参加を進めるためには、どのようなことが必要だと思い

ますか 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

61.9%

32.3%

52.0%

68.8%

57.8%

13.3%

31.6%

16.7%

10.6%

13.3%

7.6%

18.1%

14.6%

10.0%

14.6%

12.0%

12.6%

14.8%

15.8%

6.0%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

医療施設はあるので特に不便はない
医療施設はあるが、自分の受けたい診療科がないため、診療科を充実させる
医療施設が少ない（ない）ため、医療施設を充実させる
救急や夜間・休日の診療が不便なため、対応した医療施設を充実させる
無効・無回答

42.9% 14.9% 33.3% 51.5% 16.2% 15.5% 37.7% 36.8%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

県民が障害についての理解を深め、障害を理由とする差別を解消するための啓発・広報活動
スポーツや文化芸術活動等いろいろな分野での交流の推進
障害の原因となる病気の早期発見や、治療や療育、リハビリ等の充実
障害のある人の適性と能力に応じた雇用の場の拡大
障害年金などの所得保障
民間施設のバリアフリー環境の整備や福祉用具の研究開発の推進
障害のある人が地域で暮らすために必要な福祉サービスの充実
障害のある人やその家族が身近な場で相談できる環境の整備
その他
無効・無回答

・「特に不便はない」が６割程度いる一方、不便な点として「救急や夜間・休日の診

療が不便」が最も多く（14.6％）、次いで「医療施設はあるが、自分の受けたい診

療科がない」（13.3％）、「医療施設が少ない」（7.6％） 

・地域別では、奥能登では「不便を感じている」が多く（61.7％）、「医療施設はあ

るが、自分の受けたい診療科がない」（31.6％）、「医療施設が少ない」が多い

（18.1％）傾向 

・「障害のある人の適性等に応じた雇用の場の拡大」が最も高く（51.5％）、次いで

「県民が障害についての理解を深め、障害を理由とする差別を解消するための啓

発・広報活動」（42.9％）、「障害のある人が地域で暮らすために必要な福祉サービ

スの充実」（37.7％） 
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＜少子・高齢化＞ 

１３．超高齢社会が到来した現在において、どのような対策が必要だと思い

ますか。 

 

 

 

 

 

 

１４．すこやかに子どもを生み育てていくために支援していく分野として、

必要だと思われる分野についてお答えください。 

 

 

 

 

 
 

36.7%

35.9%

26.1%

25.4%

21.5%

16.4%

30.1%

45.5%

28.0%

30.2%

32.8%

31.7%

17.3%

18.7%

43.2%

38.5%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

70歳以上

要介護状態になることを予防する取組みを推進する
24時間対応可能な在宅介護サービスを充実する
サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向けの住まいを充実する
ボランティアなどによる高齢者の日常生活を支える地域づくりを推進する
在宅において医療と介護を一体的に受けられることができるよう医療職と介護職の連携を推進する
特別養護老人ホームなど入所介護施設を充実する
介護サービスを支える介護職員などの人材確保を推進する
早期発見や地域による見守りなど認知症施策を推進する
高齢者サロンなど地域における高齢者の通いの場を充実する
高齢者の介護を担う家族への支援を充実する
高齢者に対する虐待防止など権利を擁護する対策を充実する
その他
無効・無回答

30.3%

22.1%

16.3%

26.1%

36.6%

36.6%

59.7%

67.9%

64.5%

19.8%

17.6%

23.3%

40.7%

35.1%

43.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0% 200.0%

県全体

18～29歳

30～39歳

結婚 妊娠・出産 子育て支援 子どもの育ち 働き方の見直し 無効・無回答

・「高齢者の介護を担う家族への支援の充実」が最も高く（43.2％）、次いで「要介

護状態になることを予防する取組みの推進」（36.7％）、「介護サービスを支える介

護職員などの人材確保の推進」（32.8％） 

・年齢別では「在宅において医療と介護を一体的に受けられることができるよう医

療・介護職の連携の推進」が、70歳以上で 45.5％と高い傾向（県 30.1％） 

・「子育て支援」が最も高く（59.7％）、次いで「働き方の見直し」（40.7％）、「結

婚」（30.3％） 

・年齢別では、18～39 歳は「妊娠・出産」が 36.6%と高い（県 26.1％） 
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＜教育＞ 
１５．学校教育について、どのようなことに力を入れてほしいと思いますか 

 

 

 

 
 

＜地域公共交通＞ 
１６．安全・安心で快適な県民生活や地域経済の活性化のために、どのよう

な地域公共交通政策の充実が必要だと思いますか 

 

 

 
 

 

 

 
 

55.4% 21.3% 53.4% 46.7% 15.2% 25.8% 35.5%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

読み・書き・計算など基礎・基本を習得する 専門的・技術的な知識や技能を身につける

創造的な能力や自主性、個性を伸ばす 食事や挨拶などの基本的な生活習慣を育成する

郷土愛や社会規範意識を育てる 健康の増進や体力を伸ばす

将来の社会人として必要な勤労観、職業観を育てる その他

無効・無回答

78.9%

69.5%

68.6%

87.6%

81.7%

31.0%

55.7%

50.6%

18.8%

15.9%

25.6%

19.1%

31.4%

25.9%

23.7%

46.6%

39.7%

38.4%

54.4%

57.3%

31.1%

30.5%

31.4%

31.4%

29.8%

21.0%

14.5%

18.6%

25.4%

24.2%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0%

県全体

18～29歳

30～39歳

60～69歳

70歳以上

日常生活の足となる鉄道路線・バス路線の維持・確保 交通系ＩＣカードなどキャッシュレス決済の導入

自動運転など新技術を活用した交通サービスの導入 誰もが利用しやすい車両や駅など公共交通機関のバリアフリー化の推進

拠点となる空港や鉄道の駅から観光地までの二次交通の充実 パークアンドライドなど車に過度に依存しない環境の整備

その他 無効・無回答

・「読み・書き・計算など基礎・基本を習得する」が最も高く（55.4％）、次いで

「創造的な能力や自主性、個性を伸ばす」（53.4％）、「食事や挨拶などの基本的な

生活習慣を育成する」（46.7％） 

・「鉄道路線・バス路線の維持・確保」が顕著に高く（78.9%）、次いで「公共交通機

関のバリアフリー化の推進」（46.6%）、「拠点となる空港や鉄道の駅から観光地ま

での二次交通の充実」（31.1%） 

・年齢別では、「交通系ＩＣカードなどキャッシュレス決済の導入」は 18～39 歳で

高く（50.6～55.7%）、60歳以上では低い（15.9～18.8%） 

・「公共交通機関のバリアフリー化の推進」は 60歳以上で高い（54.4%～57.3%） 
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＜基盤整備＞ 
１７．基盤整備について、何に重点をおいて進めればよいと思いますか 

 

 

 

 

 

 

 

＜安全・安心＞ 
１８．犯罪被害から子どもを守るため、どのような取組みが必要だと思いま

すか 

 

 

 

 

 

 

24.8%

34.6%

30.5%

22.9%

21.3%

20.1%

16.5%

17.1%

18.8%

19.8%

57.0%

43.6%

58.5%

58.3%

65.8%

37.7%

48.1%

39.8%

37.0%

37.0%

18.3%

15.8%

16.3%

15.6%

26.3%

27.5%

21.8%

33.7%

29.3%

24.5%

38.0%

29.3%

31.7%

42.7%

36.3%

21.6%

27.8%

20.3%

22.2%

21.0%

12.3%

16.5%

12.6%

11.5%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

幹線道路などの時間距離を短縮し、移動を円滑化する道路の整備
新幹線、空港、高速道路、港湾による県外との広域交流を拡大するインフラ整備
頻発する集中豪雨に備えた河川改修や土砂災害対策
地震による大規模災害に備えた緊急輸送道路の機能強化や公共建物・民間住宅の耐震化
主要観光地や温泉街などの魅力づくり、賑わい創出に向けた取組み
子ども達や高齢者が親しめる公園など生活に潤いを与える都市空間の整備
身近な生活道路における歩道整備などの安全対策
老朽化が進む公共施設の計画的な長寿命化対策
光ファイバや５Gなどの情報通信基盤の整備
その他
無効・無回答

47.6%

45.8%

55.2%

43.8%

40.5%

38.9%

34.4%

34.3%

40.9%

42.7%

39.6%

31.3%

30.8%

45.8%

45.4%

32.0%

36.6%

37.8%

31.9%

30.1%

34.1%

25.2%

36.1%

37.8%

39.8%

13.8%

16.9%

17.5%

17.2%

53.9%

60.3%

50.6%

52.7%

47.1%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

18～29歳

30～39歳

60～69歳

70歳以上

警察官によるパトロール（特に通学路や登下校時間帯）を強化する 学校や家庭、地域に対して声かけ事案などの不審者情報を迅速に提供する

地域ぐるみによる子ども見守り活動を強化する 学校で緊急時の対処方法などの安全教育を行う

家庭においても日頃から防犯について話し合う 防犯ブザー等の携帯を呼びかける

街灯の設置など子どもの安全確保に配慮したまちづくりを推進する その他

無効・無回答

・「集中豪雨に備えた河川改修や土砂災害対策」が最も高く（57.0%）、次いで「生活

道路における歩道整備等の安全対策」（38.0%）、「地震に備えた緊急輸送道路の機

能強化や公共建物・民間住宅の耐震化」（37.7%） 

・地域別では、奥能登は「地震に備えた緊急輸送道路の機能強化や公共建物・民間

住宅の耐震化」が 48.1%と高く（県 37.7%）、加賀南部は「集中豪雨に備えた河川

改修や土砂災害対策」が 65.8%と高い（県 57.0%） 

・「街灯の設置など子どもの安全確保に配慮したまちづくりの推進」が最も高く

（53.9%）、次いで「警察官によるパトロールの強化」（47.6%）、「地域ぐるみによ

る子ども見守り活動の強化」（39.6%） 

・年齢別では、「地域ぐるみによる子ども見守り活動の強化」は 18～39歳（31.3%）

と比べて、60歳以上に多い（45.4～45.8%） 
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Ⅲ 補足調査（若い世代）                          

県民意識調査と概ね同様であるが､一部で若い世代特有の傾向が見られた｡ 

分野 県民意識調査 １８歳未満 １８～３９歳 

産業の担い

手確保・育成

に必要な施

策 

①育児･介護者への支援 

(48%) 

②正規雇用以外の就業(34%) 

③若者の就職支援(34%) 

④出産･育児後女性再就職 

支援(27%) 

⑧残業縮減の取り組み(17%) 

①育児･介護者への支援 

(41%) 

②若者の就職支援(41%) 

③出産･育児後女性の再就職 

支援(37%) 

①育児･介護者への支援 

(57%) 

②残業縮減の取り組み(36%) 

③出産･育児後女性の再就職 

支援(33%) 

農林水産業

の活性化に

必要な施策 

①新規就業者の確保育成 

(62%) 

②地産地消の推進(38%) 

③安全安心な農作物(30%) 

④ｽﾏｰﾄ農林水産業による 

生産性向上(26%) 

⑤ブランド化の推進(23%) 

①新規就業者の確保育成 

(45%) 

②安全安心な農作物(37%) 

③ブランド化の推進(35%) 

①新規就業者の確保育成 

(53%) 

②ｽﾏｰﾄ農林水産業による 

生産性向上(43%) 

③地産地消の推進(39%) 

文化活動の

すそ野の拡

大を図るた

めに必要な

施策 

①子供、青少年が文化に 

親しむ機会(46%)  

②文化を気軽に体験できる 

イベント(38%) 

③一流の音楽などの鑑賞 

機会(30%) 

⑪洋楽･邦楽コラボ等新たな 

文化の創造(10%) 

①子供、青少年が文化に 

親しむ機会(54%)  

②文化を気軽に体験できる 

イベント(41%) 

③洋楽･邦楽コラボ等新たな 

文化の創造(26%) 

(県民意識調査と 

傾向は同じ) 

障害のある

人の社会参

加を進める

ために必要

な施策 

①障害のある人の雇用拡大 

(52%) 

②障害を理由とする差別 

解消の啓発(43%) 

③福祉サービスの充実(38%) 

⑤障害の原因となる病気の 

早期発見等(33%) 

⑧スポーツなど多分野での 

交流(15%) 

①障害を理由とする差別 

解消の啓発(40%) 

②障害の原因となる病気の 

早期発見等(38%) 

③スポーツなど多分野での 

交流(36%) 

①障害のある人の雇用拡大 

(51%) 

②障害を理由とする差別 

解消の啓発(43%) 

③障害の原因となる病気の 

早期発見等(38%) 

安全･安心や

地域経済の

活性化のた

めに必要な

地域公共交

通の施策 

①鉄道･バス路線の維持 

(79%) 

②バリアフリー化の推進 

(47%) 

③空港等から観光地までの 

二次交通(31%) 

④キャッシュレス決済の 

導入(31%) 

①鉄道･バス路線の維持 

(58%) 

②バリアフリー化の推進 

(49%) 

③キャッシュレス決済の 

導入(47%) 

①鉄道･バス路線の維持 

(68%) 

②キャッシュレス決済の 

導入(58%) 

③バリアフリー化の推進 

(39%) 
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Ⅳ 補足調査（移住者）    

○あなたは、普段生活する上で、いま住んでいる地域（市町）に満足してい

ますか（分野別）           
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的
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よ
さ

移住者

県民意識調査

・「県民意識調査」と同様に「食材の豊かさ、食べ物のおいしさ」「地域の治安のよさ」

「周辺の自然環境」の満足度※が高く、全体的に「県民意識調査」より満足度が高い 
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※「満足している」～「不満である」を+2 点～-2 点の 5 段階で数値化した場合の加重平均値 



県民意識調査等の結果

参考５－２



■調査対象：石川県在住の18歳以上の男女5,000人

■抽出方法：住民基本台帳から無作為抽出

■調査時期：令和４年９月22日～10月12日

■調査項目

暮らしやすさなど生活面や県政への満足度・ニーズに関する項目など

計３７項目を調査

■有効回答数： 2,224件（44.5％）

資料３県民意識調査概要
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県民意識調査 調査項目

部会 分野 調査項目
ページ
番号

共通

住みやすさ

地域の住み心地 5

今後の定住意向 6

移住希望者の希望移住地域 7

分野別の満足度 8

幸福度
幸福度 10

幸福度の判断で重視した事項 11

社会のデジタル化 インターネットサービスの利用状況 12

効率的・効果的な
行財政運営

効率的・効果的な行財政運営に必要な取組み 14

強い産業づくり
部会 雇用や産業

仕事の継続意向 16

仕事を選ぶ際に重視する条件(60代以降に仕事を持った場合) 17

産業の担い手確保・育成に必要な施策 18

持続可能な社会・
成長する農林水産
業づくり部会

農林水産業の活性化に必要な施策 20

環境保全

農地や森林の荒廃を防ぐための施策 22

自然と人とが共生できる環境づくりのための施策 23

循環型社会の形成に必要な施策 24

個性豊かな
地域づくり部会

文化・スポーツ活動

文化的活動の状況 26

文化活動のすそ野の拡大を図るために必要な施策 27

スポーツ活動の状況 28

スポーツを振興させるために必要な施策 29

国際交流活動
過去の国際交流等の経験内容と今後の活動意向 30

在住外国人と相互理解を深めるための施策 31

地域づくり 住民の自主的・主体的な地域づくり活動を進めるために必要な施策 32
2



県民意識調査 調査項目

部会 分野 調査項目
ページ
番号

温もりのある社会・
人づくり部会

医療・福祉

診療を受ける際に不便な点 34

少なくて（無くて）困っている診療科 35

医療施設や診療科を充実させるために必要な施策 37

障害のある人の社会参加を進めるために必要な施策 38

少子・高齢化

超高齢社会に必要な施策（サービス） 39

超高齢社会に必要な施策（健康・生きがいづくり） 40

すこやかに子どもを生み育てていくため必要な施策 42

結婚支援に必要な施策 43

妊娠・出産支援に必要な施策 45

子育て支援に必要な施策 46

子どもの育ちの支援に必要な施策 47

働き方の見直しについて必要な施策 48

教育

学校教育で力を入れるべき施策 49

高等教育機関の集積を生かすための施策 50

生涯学習・社会教育で力を入れてほしい施策 51

安全・安心な地域
づくり部会

地域公共交通 安全・安心や地域経済の活性化のために必要な地域公共交通の施策 53

基盤整備 重点を置くべき基盤整備 54

安全・安心
災害に強い県をつくるために必要な施策 56

犯罪被害から子どもを守るために必要な施策 57
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「共通」に係る設問

• 住みやすさ

• 幸福度

• 社会のデジタル化

• 効率的・効果的な行財政運営
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住みやすさ 地域の住み心地

○県全体では、8割の方が「住みやすい」と感じている

○地域別では、石川中央が最も高く(83.8%)、次いで加賀南部(78.8%)、中能登(68.7%)、

奥能登(63.2%)となる
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26.2%

14.3%

14.6%

29.2%

23.3%

53.8%

48.9%

54.1%

54.6%

55.5%

13.5%

25.6%

23.6%

11.6%

13.8%

4.3%

9.0%

5.7%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

とても住みやすい どちらかといえば住みやすい どちらともいえない どちらかといえば住みにくい 住みにくい 無効・無回答

地域の住み心地（地域別）



41.5%

46.9%

44.9%

17.6%

29.1%

36.3%

37.1%

48.5%

60.6%

39.0%

35.3%

37.3%

51.9%

48.8%

46.3%

40.8%

34.5%

25.9%

11.9%

10.6%

12.4%

16.0%

10.5%

10.3%

13.8%

11.7%

10.5%

5.8%

5.5%

4.0%

13.0%

9.3%

5.9%

5.5%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

ずっと住み続けたい 住み続けたいが、将来はわからない
どちらともいえない 良いところがあれば移りたい
ぜひ、よそへ移りたい 無効・無回答

住みやすさ 今後の定住意向

○県全体では、8割の方が「住み続けたい
※1

」と感じている(80.5%)

○地域別では、奥能登が最も高く(83.4%)、次いで石川中央(82.6%)、
加賀南部(82.1%)、中能登(78.9%)となる

○年齢別では、県全体と比べて、「移りたい
※2 

」と感じている方が、18～39歳で多い
(県 6.9%、 18～29歳 13.8%、30～39歳 10.5%)
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41.5%

48.1%

50.4%

44.5%

47.3%

39.0%

35.3%

28.5%

38.1%

34.8%

11.9%

10.5%

16.3%

10.8%

11.8%

5.8%

5.3%

4.9%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

ずっと住み続けたい 住み続けたいが、将来はわからない

どちらともいえない 良いところがあれば移りたい

ぜひ、よそへ移りたい 無効・無回答

※1「ずっと住み続けたい」と「住み続けたいが、将来はわからない」を合計したもの

※2「良いところがあれば移りたい」と「ぜひ、よそへ移りたい」を合計したもの

今後の定住意向（地域別） 今後の定住意向（性別・年齢別）



5.6%

4.6%

5.3%

4.6%

5.2%

13.6%

4.4%

5.3%

5.4%

6.2%

5.6%

5.6%

13.6%

15.5%

15.4%

22.4%

22.2%

4.6%

15.4%

30.4%

42.1%

23.5%

24.6%

19.0%

27.8%

16.7%

27.3%

38.5%

13.0%

5.3%

32.3%

24.6%

29.3%

55.6%

33.3%

27.3%

19.2%

21.7%

10.5%

5.6%

5.3%

6.9%

5.6%

4.6%

8.7%

6.9%

10.8%

6.9%

11.1%

11.5%

17.4%

10.5%

4.3%

6.2%

5.6%

4.6%

4.4%

15.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

農村など自然環境の良い地域・現在お住まいの市町の内 農村など自然環境の良い地域・現在お住まいの市町の外
農村など自然環境の良い地域・県外 都市部など生活に便利な地域・現在お住まいの市町の内
都市部など生活に便利な地域・現在お住まいの市町の外 都市部など生活に便利な地域・県外
その他・現在お住まいの市町の内 その他・現在お住まいの市町の外
その他・県外 無効・無回答

住みやすさ 移住希望者に対する希望移住地域

○県全体では、希望移住地域は「都市部など生活に便利な地域」が多い(71.3%)

○年齢別では、県全体と比べて、18～29歳は、県外を含めて「都市部など生活に便利な地域」への
移住意向が83.4%と高い傾向(県71.3%)

※移住希望者：「良いところがあれば移りたい」と「ぜひ、よそへ移りたい」と答えた方
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移住希望者に対する希望移住地域（性別・年齢別）



住みやすさ 分野別の満足度①

○「食材の豊かさ、食べ物のおいしさ」「地域の治安のよさ」「周辺の自然環境」の満足度
※

が高い

○一方、「スポーツ、レジャーのための施設」「働き口・就職先」「道路の整備状況」「洪水や地震など
の災害に対する安全性」の満足度が低い
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※「満足している」～「不満である」を+2点～-2点の5段階で数値化した場合の加重平均値
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17.9%

9.0%

6.7%

23.9%

55.0%

41.8%

49.8%

58.6%

19.9%

27.7%

34.1%

13.6%

4.7%

13.6%

6.7%

6.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

県全体

０～３(幸福度：低)

４～６(幸福度：中)

７～10(幸福度：高)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である

不満である 無効・無回答

住みやすさ 分野別の満足度➁

○県全体では、多くの方が「総合的にみた住みよさ」に満足している(72.9%)

○地域別では、石川中央が最も高く(78.0%)、次いで加賀南部(69.3%)、中能登(57.4%)、
奥能登(51.2%)となる

○幸福度別では、幸福度が高いほど、満足度が高い傾向
(幸福度低 50.8%、中 56.5%、高 82.5%)
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17.9%

6.8%

10.6%

20.9%

14.5%

55.0%

44.4%

46.8%

57.1%

54.8%

19.9%

33.8%

31.7%

16.7%

23.3%

4.7%

9.0%

6.9%

5.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である

不満である 無効・無回答

総合的にみた住みよさの満足度（幸福度別）総合的にみた住みよさの満足度（地域別）



62.0%

57.1%

53.7%

63.7%

63.5%

28.0%

31.6%

37.8%

26.7%

25.5%

8.3%

7.5%

7.7%

8.0%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

７～10（幸福度：高） ４～６（幸福度：中） ０～３（幸福度：低） 無効・無回答

幸福度 幸福度

○県全体では、幸福度が高い方が約６割

○地域別では、石川中央が最も高く(63.7%)、次いで加賀南部(63.5%)、奥能登(57.1%)、
中能登(53.7%)となる
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幸福度（地域別）



幸福度 幸福度の判断で重視した事項

○県全体では「生活に困らない所得」、「健康に暮らせる」がともに高く(17.7%)、次いで
「家族や友人、職場の同僚等との良好な関係が保たれている」(11.3%)を重視する傾向

○一方、「市民参加や政治への参加」(0.4%)、 「いくつになっても学べる環境」(1.1％)
「住む街ににぎわいや活気」(1.8%)、 「地域や社会とのつながり」(2.7%)、
「希望する仕事に就ける」(3.0%)を挙げる方は低い
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17.7% 3.0% 8.9% 1.8% 17.7% 5.7%

1.1%

6.5% 11.3% 2.7% 6.9% 7.0% 5.7% 3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

生活に困らない所得があること 希望する仕事に就けること

住環境がよいこと 住む街ににぎわいや活気があること

健康に暮らせること 医療や介護が必要になっても、可能な限り住み慣れた地域で暮らせること

いくつになっても学べる環境があること 仕事と生活のバランスがとれていること

家族や友人、職場の同僚等との良好な関係が保たれていること 地域や社会とのつながりが持てていること

市民参加や政治への参加ができること 空気や水がきれいで、緑豊かな環境であること

災害の心配なく暮らせること 犯罪や暴力の心配なく暮らせること

その他 無効・無回答

幸福度の判断で重視した事項



78.3%

70.7%

65.9%

75.8%

74.5%

36.6%

26.3%

25.6%

34.6%

35.8%

58.5%

41.4%

43.9%

53.0%

53.3%

52.1%

42.1%

37.4%

47.6%

45.3%

47.9%

33.1%

36.6%

42.3%

44.8%

34.7%

30.1%

24.8%

30.5%

35.0%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0% 350.0% 400.0%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

情報検索（Google、Yahoo!など） ホームページやブログ（閲覧・開設・更新・書き込み） ＳＮＳ（Facebook、Twitter、LINE、Instagramなど）

ショッピング（ネットショップ、オークションなど） 娯楽・スポーツ（音楽、映画、ゲーム、動画視聴など） 銀行（残高照会、ネットバンキング）

通信教育、遠隔授業（ｅラーニング、オンライン授業） 在宅勤務、遠隔地会議（テレワーク、テレビ・Web会議） オンライン診療

国や自治体の行政手続き（電子申請・納付、公共施設の予約など） その他 無回答

社会のデジタル化 インターネットサービスの利用状況①

○県全体では、普段利用しているインターネットサービスは「情報検索」(78.3%)が最も高く、
次いで「SNS」(58.5%)、「ショッピング」(52.1%)となる

○一方、 「在宅勤務、遠隔地会議」(11.9%)や「通信教育、遠隔授業」(12.9%)、
「国や自治体の行政手続き」(16.2%)は低い

○また、インターネットサービスを利用していない
※

方 は16.7%

○地域別では、奥能登と中能登は、「ホームページやブログ」(奥 26.3%、中 25.6%)や
「SNS」(奥 41.4%、中 43.9%)などが低い

※「無回答」または「その他：サービスを利用していない」と回答した方
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インターネットサービスの利用状況（地域別）



78.3%

79.1%

70.6%

90.8%

98.8%

95.6%

94.3%

81.2%

44.1%

36.6%

34.3%

33.0%

36.6%

61.1%

53.1%

52.9%

34.3%

9.7%

58.5%

48.9%

54.2%

90.8%

88.4%

76.9%

68.1%

48.5%

20.5%

52.1%

47.3%

44.6%

67.2%

90.7%

76.6%

62.1%

42.3%

14.5%

47.9%

44.9%

39.3%

73.3%

79.7%

64.1%

53.7%

37.8%

34.7%

34.4%

27.8%

47.3%

56.4%

46.9%

44.0%

27.7%

25.2%

23.8%

20.9%

23.4%

28.2%

0.0% 100.0% 200.0% 300.0% 400.0% 500.0% 600.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

情報検索（Google、Yahoo!など） ホームページやブログ（閲覧・開設・更新・書き込み）

ＳＮＳ（Facebook、Twitter、LINE、Instagramなど） ショッピング（ネットショップ、オークションなど）

娯楽・スポーツ（音楽、映画、ゲーム、動画視聴など） 銀行（残高照会、ネットバンキング）

通信教育、遠隔授業（ｅラーニング、オンライン授業） 在宅勤務、遠隔地会議（テレワーク、テレビ・Web会議）

オンライン診療 国や自治体の行政手続き（電子申請・納付、公共施設の予約など）

その他 無回答

社会のデジタル化 インターネットサービスの利用状況②

○年齢別では、18～49歳はいずれのサービスも高い傾向

○ 70歳以上は、インターネットサービスを利用していない方は約４割

インターネットサービスの利用状況（性別・年齢別）
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50.4%

48.6%

55.0%

44.3%

45.4%

48.4%

51.4%

54.7%

54.1%

44.5%

46.7%

46.6%

33.6%

39.0%

44.1%

45.7%

47.8%

50.5%

18.9%

21.0%

18.0%

18.3%

14.5%

17.8%

12.6%

19.7%

24.5%

27.2%

26.2%

30.4%

25.2%

22.1%

22.8%

26.4%

34.5%

30.1%

28.4%

34.3%

25.2%

19.9%

30.2%

31.6%

32.2%

31.6%

26.1%

25.9%

25.5%

26.6%

24.4%

27.3%

24.7%

30.5%

25.7%

24.8%

11.6%

13.6%

16.0%

11.6%

14.1%

11.2%

32.2%

33.4%

26.4%

40.5%

48.8%

38.4%

34.8%

27.4%

18.7% 11.7%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

政策課題に柔軟かつ機動的に対応できる組織づくり 職員の資質や能力の向上

県政情報提供の充実、県政への県民参加の促進 地域における多様な主体（NPO、市町、企業、大学等）との連携・協働

民間ノウハウの活用（県が行っている業務の民間への委託など） 歳出の抑制（県が行う事務事業・補助金の見直しなど）

歳入の確保（税金の徴収対策の強化など） デジタル技術の活用（行政手続きのオンライン化など）

その他 無効・無回答

効率的・効果的な
行財政運営 効率的・効果的な行財政運営に必要な取組み

○県全体では、「政策課題に柔軟かつ機動的に対応できる組織づくり」(50.4%)が最も高く、次いで
「職員の資質や能力の向上」(44.5%)、「デジタル技術の活用」(32.2%)となる

○年齢別では、「デジタル技術の活用」は、30～39歳では高く(48.8%)、
70歳以上では低い(18.7%)
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効率的・効果的な行財政運営に必要な取組み（性別・年齢別）



「強い産業づくり部会」に係る設問

• 雇用や産業

15



16.6%

11.3%

15.1%

38.2%

26.7%

21.6%

15.8%

9.3%

3.6%

24.4%

21.1%

25.2%

26.0%

29.1%

31.9%

34.8%

21.2%

13.4%

22.4%

26.5%

22.5%

9.9%

20.9%

19.1%

24.4%

39.6%

20.8%

10.0%

13.3%

10.4%

5.0%

7.2%

13.7%

19.1%

18.2%

21.8%

16.0%

16.8%

15.7%

18.4%

15.5%

13.9%

23.8%

5.3%

4.2%

6.1%

6.1%

4.1%

10.2%

4.7%

9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

60歳くらいまで 65歳くらいまで 70歳くらいまで 75歳くらいまで 何歳になっても働きたい その他 無効・無回答

雇用や産業 仕事の継続意向

○県全体では、75%の方が65歳以降も仕事継続の意向を持つ

○年齢別では、年齢が若いほど「60歳くらいまで」が多い(18～29歳 38.2%)

○また、 「何歳になっても働きたい」については、特に70歳以上に多い(23.8%)

仕事の継続意向（性別・年齢別）
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45.3%

52.8%

39.4%

44.3%

45.9%

47.2%

46.6%

47.4%

42.8%

20.4%

25.5%

16.0%

20.6%

18.6%

21.3%

23.6%

21.5%

18.3%

38.6%

33.9%

43.5%

32.1%

51.7%

39.7%

40.2%

44.0%

32.2%

29.9%

22.7%

37.5%

22.1%

33.1%

30.3%

35.3%

36.3%

25.6%

30.1%

26.4%

32.7%

33.6%

37.8%

27.8%

28.5%

29.0%

28.4%

19.5%

18.5%

18.9%

30.5%

19.2%

19.1%

15.5%

17.9%

17.6%

32.5%

31.3%

30.0%

39.7%

33.7%

41.9%

37.9%

28.1%

21.7%

14.2%

13.7%

14.4%

12.2%

13.4%

13.8%

14.1%

12.6%

16.3%

16.0%

19.8%

15.5%

14.0%

17.2%

20.7%

22.8%

15.0%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

自分の経験を活かす 社会に貢献する 仕事時間が長くない 通勤が楽である

あまり体力を必要としない 趣味とつながる 収入 自宅でできる

今の仕事を続けたい その他 無効・無回答

雇用や産業 仕事を選ぶ際に重視する条件（60代以降に仕事を持った場合）

○県全体では、「自分の経験を活かす」（45.3%）が最も高く、次いで「仕事時間が長くない」
（38.6%）、「収入」（32.5%）となる

○年齢別では、18～29歳は「趣味とつながる」（30.5%）、30～39歳は「仕事時間が長くない」
（51.7%）が高い
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仕事を選ぶ際に重視する条件（性別・年齢別）



33.5%

32.4%

34.3%

31.3%

32.6%

39.1%

42.5%

35.8%

25.6%

16.6%

15.0%

13.7%

29.8%

27.9%

17.2%

15.8%

12.0%

8.0%

47.8%

38.3%

54.8%

55.0%

53.5%

50.9%

41.7%

49.8%

42.8%

26.8%

20.8%

30.7%

32.8%

32.6%

25.3%

26.7%

25.0%

23.8%

13.0%

14.8%

11.9%

12.2%

11.6%

12.5%

16.7%

14.8%

11.2%

33.5%

37.6%

30.5%

40.5%

30.2%

26.6%

32.5%

37.0%

34.9%

19.7%

20.1%

19.5%

18.3%

19.8%

23.4%

19.8%

21.0%

17.7%

11.6%

14.5%

10.3%

14.0%

11.5%

11.1%

14.8%

25.5%

29.0%

28.2%

20.3%

32.8%

34.7%

34.8%

21.6%

24.3%

21.1%

13.7%

16.9%

22.5%

21.3%

23.5%

25.9%

10.5%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

正規雇用以外のさまざまな就業形態の拡大 残業（所定外労働）の縮減に向けた取組みの促進

育児・介護を行う従業員に対する支援 出産・育児を終えた女性の再就職への支援

UIJターンへの取組みの強化 若者の就職支援

障害者の就職支援 再就職支援の充実（4以外の場合）

職業能力開発への支援 専門的、技術的分野の外国人労働者の積極的活用

高年齢者雇用に向けた職場環境の整備 後継者育成や担い手育成確保が求められる産業への就業支援

創業に関する支援 その他

無効・無回答

雇用や産業 産業の担い手確保・育成に必要な施策

○県全体では、「育児・介護を行う従業員に対する支援」（47.8%）が最も高く、次いで
「正規雇用以外のさまざまな就業形態の拡大」・「若者の就職支援」（ともに33.5%）となる

○年齢別では、 18～39歳は「残業の縮減に向けた取組みの促進」が３割弱と高い

産業の担い手確保・育成に必要な施策（性別・年齢別）
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「持続可能な社会・成長する
農林水産業づくり部会」に係る設問

• 雇用や産業

• 環境保全

19



61.6%

58.7%

57.7%

62.7%

63.8%

22.9%

26.3%

22.8%

19.0%

25.8%

11.2%

10.5%

11.4%

11.3%

12.8%

25.6%

17.3%

21.5%

25.2%

25.5%

20.1%

15.0%

21.5%

22.4%

19.8%

22.0%

33.8%

27.2%

22.9%

20.0%

19.6%

18.1%

18.7%

19.5%

18.8%

38.2%

24.1%

37.0%

39.0%

39.8%

29.6%

24.8%

28.9%

31.6%

33.0%

9.3%

23.3%

13.8%

8.3%

6.5%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

農林水産業を担う新規就業者の確保・育成 特色ある県産農林水産物のブランド化

ほ場整備や農地の集積を通じた経営規模の拡大 スマート農林水産業の推進による生産性の向上

化学肥料・農薬等を低減した環境にやさしい農業の推進 農林漁業者が生産したものを、自ら加工して販売する取組（6次産業化）の推進

食や農林水産業に対する理解を深める「食育」の推進 「地産地消」の推進

安全・安心な農林水産物の生産の推進 世界農業遺産「能登の里山里海」の魅力を生かしたスローツーリズムの推進

その他 無効・無回答

雇用や産業 農林水産業の活性化に必要な施策①

○県全体では、「新規就業者の確保・育成」が最も高く（61.6％）、次いで「「地産地消」の推進」
（38.2％）、「安全・安心な農林水産物の生産の推進」（29.6％）となる

○地域別では、県全体と比べて、奥能登は「6次産業化の推進」が33.8％(県22.0％）、
「能登の里山里海の魅力を生かしたスローツーリズムの推進」が23.3％(県9.3％）と高い
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農林水産業の活性化に必要な施策（地域別）



61.6%

62.9%

61.8%

61.1%

57.0%

63.1%

63.8%

64.4%

61.0%

22.9%

23.3%

19.9%

35.1%

22.1%

30.0%

24.4%

19.0%

14.5%

11.2%

15.8%

7.9%

10.7%

8.7%

10.6%

10.1%

11.5%

13.4%

25.6%

30.7%

19.6%

23.7%

41.3%

29.4%

30.8%

24.3%

15.8%

20.1%

16.4%

25.8%

16.8%

14.0%

16.6%

15.8%

21.5%

28.3%

22.0%

25.2%

22.4%

16.9%

22.2%

22.4%

29.0%

24.6%

19.6%

18.0%

20.2%

23.7%

24.4%

15.6%

16.7%

20.4%

19.2%

38.2%

36.4%

40.0%

40.5%

39.0%

39.1%

40.2%

40.3%

34.5%

29.6%

28.6%

33.7%

15.3%

30.8%

24.4%

33.3%

31.2%

35.4%

11.4%

11.6%

10.6%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

農林水産業を担う新規就業者の確保・育成 特色ある県産農林水産物のブランド化

ほ場整備や農地の集積を通じた経営規模の拡大 スマート農林水産業の推進による生産性の向上

化学肥料・農薬等を低減した環境にやさしい農業の推進 農林漁業者が生産したものを、自ら加工して販売する取組（6次産業化）の推進

食や農林水産業に対する理解を深める「食育」の推進 「地産地消」の推進

安全・安心な農林水産物の生産の推進 世界農業遺産「能登の里山里海」の魅力を生かしたスローツーリズムの推進

その他 無効・無回答

雇用や産業 農林水産業の活性化に必要な施策②

○年齢別では、県全体と比べて、30～39歳は「スマート農林水産業の推進による生産性の向上」が
41.3％と高い(県25.6％)
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農林水産業の活性化に必要な施策（性別・年齢別）



33.1%

35.1%

29.3%

35.9%

43.6%

40.3%

35.9%

31.2%

22.7%

42.8%

45.0%

44.8%

34.4%

34.3%

41.9%

43.4%

49.1%

47.8%

35.1%

37.0%

35.3%

29.8%

30.8%

35.9%

42.0%

38.9%

33.5%

14.0%

12.4%

14.2%

19.1%

16.9%

10.6%

11.5%

9.7%

15.8%

21.6%

21.4%

22.4%

24.4%

18.0%

22.2%

22.1%

22.4%

20.9%

32.4%

34.7%

34.6%

22.1%

28.5%

28.1%

29.9%

41.6%

38.1%

14.5%

14.7%

13.9%

13.0%

16.9%

13.4%

16.1%

15.5%

13.4%

29.6%

31.7%

27.5%

33.6%

30.8%

28.1%

27.0%

30.3%

29.0%

28.3%

28.1%

28.9%

23.7%

31.4%

29.4%

27.0%

28.1%

29.7%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

スマート農林業やブランド化等の収益性向上の取組みによる、農林業の持続的な経営 農地や農業用水、森林などの管理を、農林業者以外の人々も含めた地域全体で行う仕組みづくり

地域内外の企業や農業法人による農業参入の促進 都市住民が農作業や森林整備を行うボランティア活動の促進

ＮＰＯや企業等による森づくり活動の促進 県産材の生産と利用の拡大による森林資源の循環利用の推進

森林が吸収する二酸化炭素の量を、企業が排出した二酸化炭素と取引できる制度（J-クレジット）を利用した森林整備の推進 農地や農道、林道などの整備の推進

道路や通信サービスなど生活インフラの確保による農山村の人口維持 その他

無効・無回答

環境保全 農地や森林の荒廃を防ぐための施策

○県全体では、「農地や農業用水、森林等の管理を地域全体で行う仕組みづくり」が最も高く
（42.8％）、次いで「地域内外の企業や農業法人による農業参入の促進」（35.1％）、「スマー
ト農林業やブランド化等の収益性向上の取組みによる、農林業の持続的な経営」（33.1％）

○年齢別では、県全体と比べて、30～39歳は「スマート農林業やブランド化等の収益性向上の
取組みによる農林業の持続的な経営」が43.6%と高い（県 33.1％）
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農地や森林の荒廃を防ぐための施策（性別・年齢別）



29.2%

32.5%

28.6%

24.4%
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29.4%

29.9%

32.3%

31.3%

27.4%

29.9%

26.5%
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26.7%

28.4%

27.0%
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36.6%

29.1%
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41.0%

21.4%
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35.1%

41.2%
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30.1%

29.6%

30.3%

29.8%

29.1%

31.9%

33.9%

32.7%

26.8%

20.4%

21.7%

20.3%

13.7%

23.3%

21.3%

22.7%

24.8%

18.9%

31.1%
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31.2%

32.8%

33.1%

38.8%
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25.6%

33.9%
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29.7%
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0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

里山里海の活性化を図るため住民や企業、ＮＰＯなど多様な主体の参画を進める 本来の自然の姿や変化の仕組みなどについて十分な調査研究を進める

希少な動植物が絶滅しないように、保護や復元の対策を講じる 生態系に影響を及ぼすブラックバスなどの外来種対策を講じる

鳥獣害が拡大しないように、適切な捕獲や被害防止対策を充実する 開発を行う事業主体が、十分な環境調査を実施し、保全対策を講じる

生物多様性や里山里海から得られる恵みやその価値をわかりやすく普及・啓発する 自然環境や生きものについて、実際にふれあい、親しみ、学習する機会を得られるよう環境整備を進める

本県の美しい海岸、砂浜などを保全する施設の整備を推進する その他

無効・無回答

環境保全 自然と人とが共生できる環境づくりのための施策

○県全体では、「鳥獣害が拡大しないように、適切な捕獲と被害防止対策の充実」が最も高く
（36.3％）、次いで「本県の美しい海岸、砂浜などを保全する施設の整備の推進」（33.9％）、
「自然環境や生きものについて、実際にふれあい、親しみ、学習する機会を得られるよう環境整備の
推進」（31.1％）となる

○年齢別では、「鳥獣害が拡大しないように、適切な捕獲や被害防止対策を充実する」は、県全体
と比べて、70歳以上は51.0%と高い一方で、18～29歳は21.4%と低い（県 36.3％）
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自然と人とが共生できる環境づくりのための施策（性別・年齢別）
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19.9%

24.4%

31.9%
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0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

学校や保育所、職場や地域での環境教育や環境保全活動を促進する
家庭での省エネ・節電、省資源活動を推進する（クールシェアの実践、エアコンの設定温度など身近なことから始められるエコ活動など）
住宅の省エネ化を推進する（省エネ家電・設備の導入など）
省エネ・省資源など環境に配慮した産業活動の推進やリサイクル産業など環境ビジネスに対する支援策を講じる
家庭や事業所等における再生可能エネルギーの利用を促進する
廃棄物の排出抑制や分別排出の徹底、廃棄物の再利用、リサイクルを推進する
産業廃棄物の不法投棄の監視を強化する
公共交通機関の利用やエコドライブ、電気自動車や燃料電池自動車などの環境に配慮した車の普及などを推進する
河川、湖沼等の水質を保全するため、下水道などの生活排水処理施設の整備を促進する
自然と人とが共生できる環境づくりを促進する（生態系の保全、緑や水辺の保全など）
二酸化炭素の吸収源となる農地や森林を保全する
県民、事業者、民間団体、行政等が協力した取組みを推進する
その他
無効・無回答

環境保全 循環型社会の形成に必要な施策

○県全体では、「家庭での省エネ・節電、省資源活動の推進」が最も高く（31.2％）、次いで「廃棄
物の排出抑制や分別排出の徹底、廃棄物の再利用、リサイクルの推進」（29.0％）、「二酸化炭
素の吸収源となる農地や森林の保全」（28.4％）となる

○年齢別では、県全体と比べて、18～29歳は「家庭での省エネ・節電、省資源活動の推進」が
19.9%と低い（県 31.2％）
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循環型社会の形成に必要な施策（性別・年齢別）



「個性豊かな地域づくり部会」
に係る設問

• 文化・スポーツ活動

• 国際交流活動

• 地域づくり

25



文化・スポーツ活動 文化的活動の状況

○県全体では、「音楽」(33.0%)が最も高く、次いで「歴史的な建物や遺跡等の見学」(20.2%)、
「映像・写真」(18.5%)となり、７割以上が文化活動を「行っている」または「今後行いたい」と回答

○幸福度別でみると、幸福度が高い人は文化的活動を行っている方が多い
(高 80.1%、中 73.1%、低 69.5%)

文化的活動の状況（幸福度別）
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18.1%

13.0%

17.0%

20.4%

33.0%

28.8%

27.1%

33.7%

11.3%

10.0%

18.5%

19.8%

18.1%

17.5%

20.2%

14.1%

20.7%

22.5%

20.1%

18.6%

19.9%

19.2%

16.6%

24.3%

21.3%

13.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0% 200.0%

県全体

０～３(幸福度：低)

４～６(幸福度：中)

７～10(幸福度：高)

美術（絵画、彫刻） 音楽 手・工芸、陶芸

邦楽、日舞 舞踊（ダンス・バレエなど） 演劇

能、謡曲 映像、写真 文学、文芸（俳句、短歌など）

書道 華道 茶道

囲碁、将棋 歴史的な建物や遺跡等の見学 その他

行っていない（今後行いたい） 行っていない（今後も行いたいと思わない） 無効・無回答



文化・スポーツ活動 文化活動のすそ野の拡大を図るために必要なこと

○県全体では、「子どもや青少年が文化に親しむ機会の充実」(46.4%)が最も高く、
次いで「文化を気軽に体験できる文化イベントの充実」(37.7%)、
「一流の音楽や展覧会などの鑑賞機会の充実」(29.9%)となる

○年齢別でみると、
「子どもや青少年が文化に親しむ機会の充実」は30～49歳が多く(51.1～55.6%)、
「文化を気軽に体験できる文化イベントの充実」は18～49歳が多い(40.6～43.3%)

文化活動のすそ野の拡大を図るために必要なこと
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10.0%

17.9%
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11.5%

37.7%

34.3%

38.8%

40.6%

42.5%
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36.9%

37.0%

30.4%

24.8%

22.1%

27.8%
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20.9%

19.9%

25.9%

28.5%

26.2%
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15.4%
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16.7%

13.1%
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10.1%
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16.9%

13.3%

14.5%

13.1%

15.1%

13.0%

12.1%

11.5%

17.1%

27.9%

35.5%

23.8%

21.7%

28.8%

23.4%

29.3%

32.3%

31.1%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

子どもや青少年が文化に親しむ機会を充実する（学校における活動を含む） 美術館や博物館において展示・解説を充実する

伝統芸能に親しむための鑑賞機会を充実する 一流の音楽や展覧会などの鑑賞機会を充実する

洋楽と邦楽のコラボなど、新たな文化の創造を進める 文化を気軽に体験できる文化イベントを充実する

文化施設が連携して共通利用券を発行するなど、利用しやすい環境をつくる 文化イベントなどに関する情報を一元的に発信する

地域の文化活動指導者や貴重な技術などの後継者を育てる 県民が行う自主的な文化活動を支援する（活動費の助成など）

街並みや建造物、史跡など歴史的な遺産を積極的に保存・活用する その他

無効・無回答



文化・スポーツ活動 スポーツ活動の状況

○県全体では、「ウォーキング」(34.3%)が最も高く、次いで「体操」(13.8%)、「トレーニング」
(11.4%)となり、８割以上の方がスポーツを「行っている」または「行いたい」と思っている

○幸福度別では、幸福度が高い人はスポーツ活動を行っている方が多い
(高 81.9%、中 77.4%、低 75.7%)
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34.3%

30.5%

33.8%

38.5%

11.4%

7.9%

9.1%

10.1%

13.8%

7.9%

10.6%

16.4%

6.8%

7.3%

7.1%

5.7%

5.5%
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5.1%
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6.8%

9.3%

9.9%

10.4%

10.2%

9.5%

11.5%

16.8%

18.1%

15.5%

15.9%

13.5%

19.2%

16.2%

13.4%

6.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0% 200.0%

県全体

０～３(幸福度：低)

４～６(幸福度：中)

７～10(幸福度：高)

ウォーキング トレーニング
体操（ヨガ等含む） ジョギング
サイクリング ゴルフ・ゲートボール
ボウリング 水泳・水中ウォーク
登山・クライミング 武道（柔道・剣道・空手等）
野球・ソフトボール サッカー・フットサル
バレーボール・ソフトバレーボール バスケットボール
ハンドボール バドミントン
テニス・ソフトテニス 卓球
ウインタースポーツ アーバンスポーツ（スケートボード、3x3バスケ、ＢＭＸ、パルクール、ボルダリングなど）
ｅスポーツ パラスポーツ
その他 行っていない（今後行いたい）
行っていない（今後も行いたいと思わない） 無効・無回答

スポーツ活動の状況（幸福度別）



文化・スポーツ活動 スポーツ活動を振興させるために必要な施策

○県全体では、「総合体育館や運動広場などのスポーツ施設の充実」(38.3%)が最も高く、次いで
「子どもや青少年がスポーツに親しむ機会の充実」(36.4%)、「県民が参加できるスポーツ行事、大
会、教室の充実」(34.5%)となる

○年齢別では、「子どもや青少年がスポーツに親しむ機会の充実」は40～49歳が多く(42.5%)、
また、「様々なジャンルのスポーツを体験できるイベントの充実」は若い世代ほど多い
(18～29歳 37.1%、70歳以上 20.3%)

スポーツ活動を振興させるために必要な施策
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14.0%
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12.0%

10.5%
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16.0%
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15.1%
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14.0%
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39.1%
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33.6%
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42.5%

39.1%

39.5%

36.8%

23.2%
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25.0%

25.5%

25.1%

17.0%

22.1%

24.9%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

県民が参加できる各種のスポーツ行事、大会、教室を充実する 全国規模のスポーツ大会・スポーツイベント等を誘致、開催する

様々なジャンルのスポーツを体験できるスポーツイベントを充実する 子どもや青少年がスポーツに親しむ機会を充実する（学校における活動を含む）

一流のスポーツ選手との交流の機会を充実する スポーツイベントなどに関する情報を一元的に発信する

スポーツ指導者を養成する スポーツクラブやスポーツ団体を育成する

スポーツでの国際交流を促進する スポーツに関する医・科学的研究を推進する

総合体育館や運動広場など、各種スポーツ施設を充実する 学校体育施設を整備・充実し、一般に開放する

その他 無効・無回答
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国際交流・協力団体などでの活動

外国人のホームステイの受け入れ

外国人研修生や留学生などとの交流

自治会・町会活動を通じての外国人住民との交流

海外旅行や留学などでのホームステイ・交流など

海外での技術協力活動など

被災地域への義援金支援など

発展途上国への資金や物資の援助

言葉や生活での外国人をサポートするボランティア

その他

これまで参加したことがある／今後も参加したい これまで参加したことがある／今後は参加したくない これまで参加したことがない／今後は参加したい

これまで参加したことがない／今後も参加したくない 無効・無回答

国際交流活動 過去の国際交流等の経験内容と今後の活動意向

○県全体では、「参加したことがある※1」「今後参加したい※2」が最も多いのは、「被災地域への義援
金支援など」（参加したことがある 23.2%、今後参加したい 56.2%）となる

○一方、「今後参加したい」が少ないのは、「外国人のホームステイの受け入れ」(15.5%)、「海外で
の技術協力活動など」(19.4%)となる

30

※1「これまで参加したことがある/今後も参加したい」と「これまで参加したことがある/今後は参加したくない」の合計
※2「これまで参加したことがある/今後も参加したい」と「これまで参加したことがない/今後は参加したい」の合計

過去の国際交流等の経験内容と今後の活動意向



国際交流活動 在住外国人と相互理解を深めるための施策

○県全体では、「外国人住民との交流の機会の増加」(44.3%)が最も高く、
次いで「外国人住民に対する偏見や差別のない社会づくり」(41.0%)、
「外国人住民に対する日本語講座や生活習慣の勉強会の開設」(32.9%)となる

○年齢別でみると、「日本人住民に対する外国語講座や国際理解に関する講座の開設」
は若い世代に多い(18～29歳 29.8%、70歳以上 16.8%)
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

外国人住民との交流の機会を増やす

外国人住民と日本人住民との間をつなぐ多文化共生の中心人物を発掘・育成する

日本人住民に対する外国語講座や国際理解に関する講座を開設する

外国人住民に対する日本語講座や生活習慣の勉強会を開設する

外国人住民に対する偏見や差別のない社会づくり（啓発活動）が必要

その他

無効・無回答

在住外国人と相互理解を深めるための施策



地域づくり 住民の自主的・主体的な地域づくり活動を進めるために必要な施策

○県全体では、「地域づくり活動に役立つ情報の提供」(46.3%)が最も高く、
次いで「行政による支援」(42.6%)、「地域づくりの活動を担う人材の育成・確保」(37.2%)

○一方で「専門家の派遣等の人的な支援」(19.0%)や「地域おこし協力隊など地域外からの人材
等との連携・協働」(20.6%)は低い

○年齢別でみると、大きな差はないが、30～39歳は「地域づくりを行う方同士の連携・交流」を
重視する傾向(36.6%)
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41.6%

42.2%

19.0%
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42.6%
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44.5% 11.9%

0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

地域づくり活動に役立つ情報の提供 各地域における地域づくり活動への理解や参加を促すための広報

地域づくり活動を行う方（団体・個人）同士の連携・交流の推進 地域づくりの活動を担う人材の育成・確保

専門家（アドバイザー、コーディネーター）の派遣等の人的な支援 地域おこし協力隊などの地域外からの人材等との連携・協働

市町など行政による支援 その他

無効・無回答

住民の自主的・主体的な地域づくり活動を進めるために必要な施策



「温もりのある社会・人づくり部会」
に係る設問

• 医療・福祉

• 少子・高齢化

• 教育
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13.3%
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7.6%

18.1%

14.6%
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14.6%

12.0%

12.6%

14.8%

15.8%

6.0%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

医療施設はあるので特に不便はない 医療施設はあるが、自分の受けたい診療科がないため、診療科を充実させる

医療施設が少ない（ない）ため、医療施設を充実させる 救急や夜間・休日の診療が不便なため、対応した医療施設を充実させる

無効・無回答

医療・福祉 診療を受ける際に不便な点

○県全体では、「特に不便はない」と答える方が６割程度いる一方、不便な点として「救急や夜間・
休日の診療が不便」が最も多く（14.6％）、次いで「医療施設はあるが、自分の受けたい診療科
がない」（13.3％）、「医療施設が少ない」（7.6％）となる

○地域別では、奥能登では「不便を感じている」方の割合が多く（61.7％）、県全体と比べて、
「医療施設はあるが、自分の受けたい診療科がない」（31.6％）、「医療施設が少ない」が多い
（18.1％）
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診療を受ける際に不便な点（地域別）
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0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0%

県全体
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中能登

石川中央

加賀南部

内科 外科 整形外科 小児科 産婦人科 脳神経外科

精神科 泌尿器科 眼科 耳鼻咽喉科 皮膚科 形成外科

リハビリテーション科 歯科 その他 無効・無回答

医療・福祉 少なくて（無くて）困っている診療科①

○県全体では、「産婦人科」が最も高く（29.1％）、次いで「耳鼻咽喉科」（25.7％）、「皮膚科」
（23.5％）となる

○地域別では、県全体と比べて、奥能登は「産婦人科」が50.0％(県29.1%)、
「脳神経外科」が34.2％と高い（県15.0％）
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少なくて（無くて）困っている診療科（地域別）
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県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

内科 外科 整形外科 小児科

産婦人科 脳神経外科 精神科 泌尿器科

眼科 耳鼻咽喉科 皮膚科 形成外科

リハビリテーション科 歯科 その他 無効・無回答

医療・福祉 少なくて（無くて）困っている診療科②

○年齢別では、30～39歳は県全体と比べて「産婦人科」が45.0%と高い（県29.1％）
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少なくて（無くて）困っている診療科（性別・年齢別）
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県全体
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中能登

石川中央

加賀南部

近隣の小さな病院を統廃合するなどにより、少し遠くても大きな病院をつくる
必要に応じて、遠方でも大きな病院を利用するため、現状の医療施設や診療科でよい
その他
無効・無回答

医療・福祉 医療施設や診療科を充実させるために必要な施策

医療施設や診療科を充実させるために必要な施策（地域別）

○県全体では、「必要に応じて、遠方でも大きな病院を利用するため、現状の医療施設や診療科
でよい」が最も高く（47.5％）、次いで「近隣の小さな病院を統廃合するなどにより、少し遠くても
大きな病院をつくる」（31.8％）となる

○地域別では、県全体と比べて、奥能登は「近隣の小さな病院を統廃合するなどにより、少し遠くても
大きな病院をつくる」が50.0%と高い（県 31.8％）
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男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

県民が障害についての理解を深め、障害を理由とする差別を解消するための啓発・広報活動 スポーツや文化芸術活動等いろいろな分野での交流の推進

障害の原因となる病気の早期発見や、治療や療育、リハビリ等の充実 障害のある人の適性と能力に応じた雇用の場の拡大

障害年金などの所得保障 民間施設のバリアフリー環境の整備や福祉用具の研究開発の推進

障害のある人が地域で暮らすために必要な福祉サービスの充実 障害のある人やその家族が身近な場で相談できる環境の整備

その他 無効・無回答

医療・福祉 障害のある人の社会参加を進めるために必要な施策

○県全体では、「障害のある人の適性等に応じた雇用の場の拡大」が最も高く（51.5％）、次いで
「県民が障害についての理解を深め、障害を理由とする差別を解消するための啓発・広報活動」

（42.9％）、「障害のある人が地域で暮らすために必要な福祉サービスの充実」（37.7％）

○年齢別では、県全体と比べて、 18～29歳は「障害のある人が地域で暮らすために必要な福祉
サービスの充実」が24.4％(県37.7％）、「障害のある人やその家族が身近な場で相談できる
環境の整備」が26.7％(県36.8％）と低い
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障害のある人の社会参加を進めるために必要な施策（性別・年齢別）
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男性計
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18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

要介護状態になることを予防する取組みを推進する 24時間対応可能な在宅介護サービスを充実する

サービス付き高齢者向け住宅など高齢者向けの住まいを充実する ボランティアなどによる高齢者の日常生活を支える地域づくりを推進する

在宅において医療と介護を一体的に受けられることができるよう医療職と介護職の連携を推進する 特別養護老人ホームなど入所介護施設を充実する

介護サービスを支える介護職員などの人材確保を推進する 早期発見や地域による見守りなど認知症施策を推進する

高齢者サロンなど地域における高齢者の通いの場を充実する 高齢者の介護を担う家族への支援を充実する

高齢者に対する虐待防止など権利を擁護する対策を充実する その他

無効・無回答

少子・高齢化 超高齢社会に必要な施策（サービス）

○県全体では、「高齢者の介護を担う家族への支援の充実」が最も高く（43.2％）、次いで
「要介護状態になることを予防する取組みの推進」（36.7％）、
「介護サービスを支える介護職員などの人材確保の推進」（32.8％）となる

○年齢別では、県全体と比べて、「在宅において医療と介護を一体的に受けられることができるよう
医療・介護職の連携の推進」は、70歳以上は45.5％と高い（県30.1％）
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超高齢社会に必要な施策（サービス）（性別・年齢別）
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県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

健康診断、介護予防、健康管理対策を充実する 体力づくりなど健康増進対策を推進する

高齢者の能力に合った働く場を確保する 老人クラブや趣味の会などを育成する

老後に備えた生涯学習の場を充実する ボランティアなど奉仕活動に参加する場を充実する

毎日の生活の中で家族や友人などとのふれあいの場を充実する その他

無効・無回答

少子・高齢化

○県全体では、「健康診断、介護予防、健康管理対策の充実」が最も高く（52.2％）、次いで
「体力づくりなど健康増進対策の推進」（46.9％）、「高齢者の能力に合った働く場の確保」

（40.7％）となる

○地域別では、県全体と比べて、奥能登・中能登は「毎日の生活の中での家族や友人などとの
ふれあいの場の充実」それぞれ47.4％、50.8％と高い（県39.8％）
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超高齢社会に必要な施策（健康・生きがいづくり）①

超高齢社会に必要な施策（健康・生きがいづくり）（地域別）
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県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

健康診断、介護予防、健康管理対策を充実する 体力づくりなど健康増進対策を推進する

高齢者の能力に合った働く場を確保する 老人クラブや趣味の会などを育成する

老後に備えた生涯学習の場を充実する ボランティアなど奉仕活動に参加する場を充実する

毎日の生活の中で家族や友人などとのふれあいの場を充実する その他

無効・無回答

少子・高齢化

○年齢別では、50～59歳は「高齢者の能力に合った働く場の確保」が53.5%と高い（県40.7％）
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超高齢社会に必要な施策（健康・生きがいづくり）②

超高齢社会に必要な施策（健康・生きがいづくり）（性別・年齢別）
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26.1%

25.4%
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37.5% 11.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0% 200.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

結婚 妊娠・出産 子育て支援 子どもの育ち 働き方の見直し 無効・無回答

少子・高齢化 すこやかに子どもを産み育てていくために必要な施策

○県全体では、「子育て支援」が最も高く（59.7％）、次いで「働き方の見直し」（40.7％）、
「結婚」（30.3％）となる

○年齢別では、県全体と比べて、18～39歳は「妊娠・出産」が36.6%と高い（県26.1％）
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健やかに子どもを産み育てていくために必要な施策（性別・年齢別）



57.1%

63.2%

60.2%

57.4%

62.0%

11.4%

10.5%

11.0%
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

出会いの機会の提供（お見合い、マッチングシステム、婚活イベントなど） 結婚講座の開催（異性とのコミュニケーション、ファッション、マナーなど）

出会いや結婚に必要な情報の提供や相談窓口の充実 結婚費用や結婚後の住まい、暮らしへの支援

その他 無効・無回答

少子・高齢化 結婚支援に必要な施策①

結婚支援に必要な施策（地域別）

○県全体では、「出会いの機会の提供」が最も高く（57.1％）、次いで「結婚費用や結婚後の住ま
い、暮らしへの支援」（50.2％）、「出会いや結婚に必要な情報の提供や相談窓口の充実」
（36.6％）となる

○地域別では、奥能登は「出会いや結婚に必要な情報の提供や相談窓口の充実」が高い
（46.6％）一方、「結婚費用や結婚後の住まい、暮らしへの支援」は低い（38.4％）
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0% 140.0% 160.0% 180.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

出会いの機会の提供（お見合い、マッチングシステム、婚活イベントなど） 結婚講座の開催（異性とのコミュニケーション、ファッション、マナーなど）

出会いや結婚に必要な情報の提供や相談窓口の充実 結婚費用や結婚後の住まい、暮らしへの支援

その他 無効・無回答

少子・高齢化 結婚支援に必要な施策②

○年齢別では、18～39歳は「結婚費用や結婚後の住まい、暮らしへの支援」は61.1％～65.7％
と高い
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結婚支援に必要な施策（性別・年齢別）
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県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

若い世代への妊娠・出産・育児に関する知識の啓発 不妊治療費の負担軽減及び不妊に関する相談窓口の充実

妊娠・出産に関する相談窓口の充実 マタニティーマークの普及啓発などの妊婦に優しい環境づくり

産後早期からの母子への心身のケアの充実 その他

無効・無回答

少子・高齢化 妊娠・出産支援に必要な施策

○県全体では、「産後早期からの母子への心身のケアの充実」が最も高く（43.9％）、次いで「不妊
治療費の負担軽減・不妊に関する相談窓口の充実」（42.3％）、「若い世代への妊娠・出産・育
児に関する知識の啓発」（40.4％）となる

○年齢別では、「不妊治療費の負担軽減・不妊に関する相談窓口の充実」が30～39歳は52.3%と
高い（県 42.3％）
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妊娠・出産支援に必要な施策（性別・年齢別）
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県全体
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女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

医療費や保育料の助成などの経済的支援の充実 教育費の負担軽減

保育所、認定こども園、放課後児童クラブなどの施設の充実 子育て支援サービス（一時預かり、延長保育など）の充実

子育て支援に関する相談窓口の充実 男性の子育て参画への支援

その他 無効・無回答

少子・高齢化 子育て支援に必要な施策

○県全体では、「医療費や保育料の助成などの経済的支援の充実」が最も高く（55.1％）、次いで
「教育費の負担軽減」（45.2％）、「子育て支援サービスの充実」（31.5％）となる

○年齢別では、「教育費の負担軽減」は、18～39歳では56.5％～59.3％と高い（県 45.2％）
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子育て支援に必要な施策（性別・年齢別）
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県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

次代を担う子どもたちに命の大切さや子どもを生み育てることの意義について理解を深める機会の提供

子どもの心の問題（ひきこもり、いじめなど）に対するケア

子どもの健全育成（様々な体験事業や携帯電話等の利用規制など）

食に関する知識と食を選択する力（栄養バランスや安全性を考えた食などを選択する力）を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる「食育」の推進

社会的な支援の必要性が高い子どもや家庭（虐待、ひとり親など）への支援

子どもの貧困対策の推進

その他

無効・無回答

少子・高齢化 子どもの育ち支援に必要な施策

子どもの育ち支援に必要な施策

○県全体では、「子どもの心の問題に対するケア」が最も高く（48.9％）、次いで「社会的な支援の
必要性が高い子どもや家庭への支援」（39.6％）、「次代を担う子どもたちに命の大切さや子ども
を生み育てることの意義について理解を深める機会の提供」（29.1％）となる

○年齢別でみると、年齢が高いと「次代を担う子どもたちに命の大切さや子どもを生み育てることの意義
について理解を深める機会の提供」が高い(18～29歳 20.6%、70歳以上 36.6%)
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県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

子育てに対する企業・職場の理解の促進 育児休業や有給休暇を取りやすい環境づくり

働き方の見直しに関する取組み手法の企業へのアドバイス 大学生など若い世代が将来の仕事と生活の両立について考える機会の提供

その他 無効・無回答

少子・高齢化 働き方の見直しについて必要な施策

○県全体では、「子育てに対する企業・職場の理解の促進」が最も高く（69.3％）、

次いで「育児休業や有給休暇を取りやすい環境づくり」（62.6％）、

「働き方の見直しに関する取組み手法の企業へのアドバイス」（27.7％）となる
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働き方の見直しについて必要な施策
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0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

読み・書き・計算など基礎・基本を習得する 専門的・技術的な知識や技能を身につける 創造的な能力や自主性、個性を伸ばす

食事や挨拶などの基本的な生活習慣を育成する 郷土愛や社会規範意識を育てる 健康の増進や体力を伸ばす

将来の社会人として必要な勤労観、職業観を育てる その他 無効・無回答

教育 学校教育で力を入れるべき施策

学校教育で力を入れるべき施策

○県全体では、「読み・書き・計算など基礎・基本を習得する」が最も高く（55.4％）、次いで「創造的
な能力や自主性、個性を伸ばす」（53.4％）、「食事や挨拶などの基本的な生活習慣を育成する」
（46.7％）となる

○一方、「郷土愛や社会規範意識を育てる」（15.2％）、「専門的・技術的な知識や技能を身につけ
る」（21.3％）は低い
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県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

大学間連携を一層強め、他大学などで単位を取得できる仕組みの充実などにより、教育研究の効果を高める 広く一般県民が大学の授業を受ける機会を増やし、学びの機会の充実を図る

学生による地域イベントへの参加など地域交流や地域づくりの参画を進め、地域の活性化を図る 教員や学生による研究成果を生かした地域課題の解決の取組みを促進し、地域の活性化を図る

教員や学生の調査や研究の取組みについて、わかりやすく情報発信する 新製品・新技術開発等への支援体制の充実を図り、県内産業の活性化を図る

産学官金の連携を促進し、課題解決や事業創出などの取組みのさらなる充実を図る 県内大学等の学生や留学生の県内企業への就職などを促進し、地元への定着を図る

その他 無効・無回答

教育 高等教育機関の集積を生かすための施策

高等教育機関の集積を生かすための施策

○県全体では、「県内学生の県内企業への就職促進による地元への定着」が最も高く（40.8％）、
次いで「大学間連携を強め、他大学で単位を取得できる仕組みの充実などによる教育研究の効果
向上」（33.3％）、「一般県民が大学の授業を受ける機会増加による、学びの機会の充実」

（31.8％）となる

○一方、「調査や研究の取組みについて、わかりやすく情報発信する」（16.7％）や「産学官金の連携
を促進し、課題解決や事業創出などの取組みのさらなる充実を図る（17.4％）は低い

○年齢別でみると、「県内学生の県内企業への就職促進による地元への定着」については年齢が高い
と多い傾向(18～29歳 32.8%、70歳以上 47.0%)
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0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

オンライン講座、通信教育などを充実する 地域の学習会や出前講座などを充実する 大学の公開講座などを充実する

学びの成果を発表できる機会を提供する 公民館や図書館などの学習施設を充実する 各種団体やサークル活動を支援する

学習情報の提供や相談体制を充実する 指導者の養成体制を整備する 青少年の体験活動を充実する

その他 無効・無回答

教育 生涯学習・社会教育で力を入れてほしい施策

○県全体では、「オンライン講座、通信教育などを充実する」が最も高く（39.1％）、次いで「公民館
や図書館などの学習施設を充実する」（38.2％）、「地域の学習会や出前講座などを充実する」
（28.1％）となる

○年齢別では、「オンライン講座、通信教育などを充実する」が、30～39歳は52.3%と高く、
一方で70歳以上は25.6%と低い

51

生涯学習・社会教育で力を入れてほしい施策



「安全・安心な地域づくり部会」に係る
設問

• 地域公共交通

• 基盤整備

• 安全・安心
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県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

日常生活の足となる鉄道路線・バス路線の維持・確保 交通系ＩＣカードなどキャッシュレス決済の導入

自動運転など新技術を活用した交通サービスの導入 誰もが利用しやすい車両や駅など公共交通機関のバリアフリー化の推進

拠点となる空港や鉄道の駅から観光地までの二次交通の充実 パークアンドライドなど車に過度に依存しない環境の整備

その他 無効・無回答

地域公共交通 安全・安心や地域経済の活性化のために必要な地域公共交通の施策

○県全体では、「鉄道路線・バス路線の維持・確保」が顕著に高く(78.9%)、
次いで「公共交通機関のバリアフリー化の推進」(46.6%)、
「拠点となる空港や鉄道の駅から観光地までの二次交通の充実」(31.1%)となる

○年齢別では、「交通系ＩＣカードなどキャッシュレス決済の導入」は
18～39歳では高く(50.6～55.7%)、60歳以上では低い(15.9～18.8%)

○また、「公共交通機関のバリアフリー化の推進」は60歳以上で高い(54.4%～57.3%)
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安全・安心や地域経済の活性化のために必要な地域公共交通の施策（性別・年齢別）



24.8%
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0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

幹線道路などの時間距離を短縮し、移動を円滑化する道路の整備 新幹線、空港、高速道路、港湾による県外との広域交流を拡大するインフラ整備

頻発する集中豪雨に備えた河川改修や土砂災害対策 地震による大規模災害に備えた緊急輸送道路の機能強化や公共建物・民間住宅の耐震化

主要観光地や温泉街などの魅力づくり、賑わい創出に向けた取組み 子ども達や高齢者が親しめる公園など生活に潤いを与える都市空間の整備

身近な生活道路における歩道整備などの安全対策 老朽化が進む公共施設の計画的な長寿命化対策

光ファイバや５Gなどの情報通信基盤の整備 その他

無効・無回答

基盤整備 重点を置くべき基盤整備①

○県全体では、「集中豪雨に備えた河川改修や土砂災害対策」が最も高く(57.0%)、
次いで「生活道路における歩道整備等の安全対策」(38.0%)、
「地震に備えた緊急輸送道路の機能強化や公共建物・民間住宅の耐震化」(37.7%)となる

○地域別では、県全体と比較して、奥能登は「地震に備えた緊急輸送道路の機能強化や公共建物・
民間住宅の耐震化」が48.1%と高く(県37.7%)、加賀南部は「集中豪雨に備えた河川改修や
土砂災害対策」が65.8%と高い(県57.0%)
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重点を置くべき基盤整備（地域別）
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0.0% 50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0% 300.0%

県全体

男性計

女性計

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

幹線道路などの時間距離を短縮し、移動を円滑化する道路の整備 新幹線、空港、高速道路、港湾による県外との広域交流を拡大するインフラ整備

頻発する集中豪雨に備えた河川改修や土砂災害対策 地震による大規模災害に備えた緊急輸送道路の機能強化や公共建物・民間住宅の耐震化

主要観光地や温泉街などの魅力づくり、賑わい創出に向けた取組み 子ども達や高齢者が親しめる公園など生活に潤いを与える都市空間の整備

身近な生活道路における歩道整備などの安全対策 老朽化が進む公共施設の計画的な長寿命化対策

光ファイバや５Gなどの情報通信基盤の整備 その他

無効・無回答

基盤整備 重点を置くべき基盤整備➁

○年齢別では、県全体と比較して18～29歳は「新幹線、空港、高速道路、港湾による県外との
広域交流を拡大するインフラ整備」が32.1%と高い(県20.1%)
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奥能登

中能登

石川中央

加賀南部

地震の疑似体験や講演会等を通して防災意識の啓発を図り、「自分の身は自分で守る」という「自助意識」を高める
自主防災組織の充実強化、隣近所で助け合うという「共助意識」を高める
災害発生初期に必要となる食料、飲料水等の備蓄を充実する
気象情報や地震、水害、土砂災害などの防災情報の住民への迅速・的確な伝達体制を構築する
災害時に円滑な避難所運営等が図られるようマニュアルを整備するなど、機動的な体制づくりに努めるとともに、避難訓練等を通して住民に周知を図る
高齢者等の避難行動要支援者の対策を充実する
災害ボランティアを育成するための研修等を充実する
消防団活動の活性化、地域の消防団員の充実強化を図る
大規模災害に対応できるよう消防の広域化など消防体制を充実強化する
武力攻撃事態等における避難や救援などの国民保護に関する啓発と訓練を通じ国民保護計画の実効性を高める
災害時の救命活動や支援物資の輸送を行うために必要な緊急輸送道路や防災拠点の機能を強化する
豪雨や台風、冬期波浪などの自然災害から生命、財産を守るため、河川改修や海岸保全施設などの整備を促進する
その他
無効・無回答

安全・安心 災害に強い県をつくるために必要な施策

○県全体では、「河川改修や海岸保全施設などの整備」が最も高く(43.1%)、次いで「食料、飲料水
等の備蓄」(39.4%)、「防災情報の住民への迅速・的確な伝達体制の構築」(31.3%)

○地域別では、県全体と比べて、奥能登は「地震の疑似体験等を通した防災意識・自助意識の向上」
が35.3%と高い(県24.7%)

災害に強い県をつくるために必要な施策（地域別）
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18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

警察官によるパトロール（特に通学路や登下校時間帯）を強化する 学校や家庭、地域に対して声かけ事案などの不審者情報を迅速に提供する
地域ぐるみによる子ども見守り活動を強化する 学校で緊急時の対処方法などの安全教育を行う
家庭においても日頃から防犯について話し合う 防犯ブザー等の携帯を呼びかける
街灯の設置など子どもの安全確保に配慮したまちづくりを推進する その他
無効・無回答

安全・安心 犯罪被害から子どもを守るために必要な施策

○県全体では、「街灯の設置など子どもの安全確保に配慮したまちづくりの推進」が最も高く
(53.9%)、次いで「警察官によるパトロールの強化」(47.6%)、「地域ぐるみによる子ども見守り
活動の強化」(39.6%)となる

○年齢別では、「地域ぐるみによる子ども見守り活動の強化」は18歳～39歳(31%)と比べて、
60歳以上に多い(45%)
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犯罪被害から子どもを守るために必要な施策（性別・年齢別）



◆若い世代の意見を聴取するため、下記の県民意識調査を追加実施

①「県民意識調査」で回答率が低かった18歳～39歳

➡有効回答数：243名

➁18歳未満（主に高校生）

➡有効回答数：753名

◆調査対象

・県立高校３８校の生徒

・県関連の研修に参加した学生

・石川県LINE公式アカウントの登録者（３０代以下）

◆調査結果概要

・「県民意識調査」と概ね同様の傾向

・一部の設問で若い世代特有の傾向が見られた

県民意識調査の補足調査 【若い世代の意見】
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調査項目 県民意識調査 １８歳未満 １８～３９歳

仕事の継続
意向

◇65歳までで仕事を辞めたい人
(41％)

◆65歳までで仕事を辞めたい人が
多い(67％)

◆65歳までで仕事を辞めたい人が
多い(65％)

仕事を選ぶ
際に重視す
る条件
(60代以降
に仕事を持っ
た場合)

1位:経験を活かす(45%)
2位:仕事時間が長くない(39%)
3位:収入(33%)

(7位:趣味とつながる(20%))

◆「趣味とつながる」仕事を重視する
方が多い

1位:趣味とつながる(45%)
2位:経験を活かす(42%)
3位:収入(37%)

［県民意識調査と
概ね傾向は同じ］

産業の担い
手確保・育
成に必要な
施策 1位:育児・介護者への支援(48%)

2位:正規雇用以外の就業(34%)
3位:若者の就職支援(34%)

4位:出産・育児後女性の再就職
支援(27%)

8位:残業縮減の取り組み(17%)

◆「出産・育児後の女性の再就職
支援」が多い

1位:育児・介護者への支援(41%)
2位:若者の就職支援(41%)
3位:出産・育児後女性の再就職

支援(37%)

◆「残業縮減の取り組み」、「出産・
育児後の女性の再就職支援」が
多い

1位:育児・介護者への支援(57%)
2位:残業縮減の取り組み(36%)
3位:出産・育児後女性の再就職

支援(33%)

若い世代特有の傾向が見られたもの

県民意識調査の補足調査 【若い世代の意見】
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調査項目 県民意識調査 １８歳未満 １８～３９歳

農林水産業
の活性化に
必要な施策

1位:新規就業者の確保育成(62%)
2位:地産地消の推進(38%)
3位:安全安心な農作物(30%)

4位:スマート農林水産業による
生産性向上(26%)

5位:ブランド化の推進(23%)

◆「ブランド化の推進」を重視する
方が多い

1位:新規就業者の確保育成(45%)
2位:安全安心な農作物(37%)
3位:ブランド化の推進(35%)

◆「スマート農林水産業による生産
性向上」を重視する方が多い

1位:新規就業者の確保育成(53%)
2位:スマート農林水産業による

生産性向上(43%)
3位:地産地消の推進(39%)

自然と人とが
共生できる環
境づくりのため
の施策 1位:鳥獣害の防止(36%)

2位:海岸・砂浜の保全(34%)
3位:自然環境等学習のための

環境整備(30%)

6位:希少動物の保護対策(28%)
8位:外来種対策(22%)

◆「希少動物の保護対策」や「外来
種対策」を重視する方が多い

1位:希少動物の保護対策(48%)
2位:自然環境等学習のための

環境整備(34%)
3位:外来種対策(31%)

◆「希少動物の保護対策」を重視す
る方が多い

1位:希少動物の保護対策(39%)
2位:自然環境等学習のための

環境整備(30%)
3位:海岸・砂浜の保全(34%)

県民意識調査の補足調査 【若い世代の意見】

若い世代特有の傾向が見られたもの
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調査項目 県民意識調査 １８歳未満 １８～３９歳

文化的活動
の状況

◇文化活動を行っている、また
は今後行いたいと回答した方
(83%)

◆ほぼ全員が文化活動を行っている、
または今後行いたいと回答
(99%)

◆ほぼ全員が文化活動を行っている、
または今後行いたいと回答
(99%)

文化活動の
すそ野の拡
大を図るため
に必要な施

策

1位:子供、青少年が文化に親し
む機会(46%)

2位:文化を気軽に体験できる
イベント(38%)

3位:一流の音楽などの鑑賞機会
(30%)

11位:洋楽・邦楽コラボ等新たな
文化の創造(10%)

◆「洋楽・邦楽のコラボなど新たな文
化の創造」の回答が多い

1位:子供、青少年が文化に親し
む機会(54%)

2位:文化を気軽に体験できる
イベント(41%)

3位:洋楽・邦楽コラボ等新たな
文化の創造(26%)

［県民意識調査と
概ね傾向は同じ］

スポーツ活動
の状況

◇スポーツ活動を行っている、
または今後行いたいと回答し
た方(86%)

◆多くの方がスポーツ活動を行って
いる、または今後行いたいと回答
(95%)

◆多くの方がスポーツ活動を行って
いる、または今後行いたいと回答
(95%)

県民意識調査の補足調査 【若い世代の意見】

若い世代特有の傾向が見られたもの
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調査項目 県民意識調査 １８歳未満 １８～３９歳

過去の国際
交流等の経
験内容と今
後の活動意

向

◇国際交流等の活動等に今後
参加したいと回答した方
(16%～56%)

◆国際交流等の活動等に今後参加
したいと答える方が多い
(39%～66%)

◆国際交流等の活動等に今後参加
したいと答える方が多い
(39%～65%)

住民の自主
的・主体的な
地域づくり活
動を進めるた
めに必要な
施策

1位:地域づくりに役立つ情報提供
(46%)

2位:地域外からの人材との連携・
協働(38%)

3位:地域づくり活動を担う人材
育成等(30%)

4位:地域づくり活動を行う方同士
の連携・交流(30%)

◆「地域づくり活動を行う方同士の
連携・交流」を重視する方が多い

1位:地域づくりに役立つ情報提供
(58%)

2位:地域づくり活動を行う方同士の
連携・交流(53%)

3位:地域づくり活動を担う人材
育成等(44%)

◆「地域づくり活動を行う方同士の
連携・交流」を重視する方が多い

1位:地域づくりに役立つ情報提供
(57%)

2位:地域づくり活動を行う方同士の
連携・交流(49%)

3位:地域づくり活動を担う人材
育成等(45%)

県民意識調査の補足調査 【若い世代の意見】

若い世代特有の傾向が見られたもの
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県民意識調査の補足調査 【若い世代の意見】

調査項目 県民意識調査 １８歳 １８～３９歳

障害のある
人の社会参
加を進めるた
めに必要な
施策 1位:障害のある人の雇用拡大

(52%)
2位:障害を理由とする差別解消

の啓発(43%)
3位:福祉サービスの充実(38%)

5位:障害の原因となる病気の
早期発見など(33%))

8位:スポーツなど多分野での交流
(15%)

◆「障害の原因となる病気の早期
発見など」、「スポーツなど多分野
での交流」を重視する方が多い

1位:障害を理由とする差別解消の
啓発(40%)

2位:障害の原因となる病気の早期
発見など(38%)

3位:スポーツなど多分野での交流
(36%)

◆「障害の原因となる病気の早期
発見など」を重視する方が多い

1位:障害のある人の雇用拡大
(51%)

2位:障害を理由とする差別解消の
啓発(43%)

3位:障害の原因となる病気の早期
発見など(38%)

安全・安心や
地域経済の
活性化のた
めに必要な
地域公共交
通の施策

1位:鉄道・バス路線の維持(79%)
2位:バリアフリー化の推進(47%)
3位:空港等から観光地までの

二次交通(31%)

4位:キャッシュレス決済の導入
(31%)

◆「キャッシュレス決済の導入」を
重視する方が多い

1位:鉄道・バス路線の維持(58%)
2位:バリアフリー化の推進(49%)
3位:キャッシュレス決済の導入
(47%)

◆「キャッシュレス決済の導入」を
重視する方が多い

1位:鉄道・バス路線の維持(68%)
2位:キャッシュレス決済の導入

(58%)
3位:バリアフリー化の推進(39%)

若い世代特有の傾向が見られたもの
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県民意識調査の補足調査 【移住者の意見】

○全体的に満足度は石川県民意識調査より高い傾向

○県民意識調査と比較して、概ね傾向は変わらず、
「食材の豊かさ、食べ物のおいしさ」「地域の治安のよさ」「周辺の自然環境」の満足度が高い

◆県外から石川県へ移住した方(過去２年以内）に対し、石川県の満足している点などを調査
【有効回答数：１５０名】

◆分野別にみた満足度
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